

知事からの指示事項に対する今後の方針（パブリックコメント）
	現

状
	○府パブリックコメント手続

【根拠】　

平成13年4月に府パブリックコメント手続実施要綱を策定。（関係法令：行政手続法）

【目的】

　各所属が、基本的な施策に関する計画等を立案する場合、その計画等の案を府民等に公表し、提出された意見、情報等を考慮して意思決定を行うなど、府民等の多様な意見、情報等を反映させる機会を提供し、府の行政運営における公正の確保と透明性の向上を図っている。

【内容】

対象範囲：基本的な計画・指針、基本方針を定める条例、権利を制限する条例・規則、

審査基準、処分基準、行政指導指針
募集期間：原則30日以上
意見募集：郵便、ファクシミリ、電子メール等のうちから実施機関が選択して定める（※）
結果公表：提出された意見数が多い場合、類似の意見を取りまとめ公表可能

・　は府独自に規定、それ以外は国の行政手続法と同じ
　　　（※）国の意見提出方法は、電子メールによる提出を標準とし、デジタル・ディバイド等にも配慮して、インターネットを用いない方法として郵送・ファクシミリ等による方法を併せて確保する、と規定。

（「行政手続法第６章に定める意見公募手続等の運用について」平成18年3月20日総務省行政管理局長）
【実績】　　※結果公表ベースで集計
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7件

（意見数19件）
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　平成22年度　財政構造改革プラン(素案)に対する意見：3,363件

　　　　　　　　上記を除く13案件の平均意見件数：7.5件（意見なし5件）

　　平成21年度　実施した29案件の平均意見件数：10.9件（意見なし8件）

平成20年度　大阪維新ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ(案)に対する意見：6,247件

　大阪教育力向上プラン(素案)：870件

上記を除く29案件の平均意見件数：21.9件（意見なし6件）

○国の手続

　　平成11年3月23日　「規制の設定又は改廃に係る意見提出手続き」が閣議決定（平成18年4月1日廃止）
　　平成17年6月29日　 行政手続法を改正（平成18年4月1日施行）
○第6章「意見公募手続等」が追加。
　　　　　　　　　　　　　○対象を命令等と規定。

○地方公共団体の努力義務を追加。

	課

題
	（知事の問題意識）

・反映できない意見しかない中で、事務作業のみに時間を取られること

・本当になんでもかんでもパブリックコメントを実施する必要があるのか
・期間を短くしたり、対象を狭める（ネットのみの意見募集）など効率化が図れないか

【検討項目】

○期間を短くできないか（←全体に係るスケジュールを短縮できないか。）

○募集方法を電子メールのみに限定できないか（←郵送、ファクシミリの入力作業を少なくできないか。）

○対象を狭めることができないか（←全体的な事務作業を軽減できないか。）
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	１．パブリックコメントの廃止の可否

・大阪府におけるパブリックコメントは、「大阪府パブリックコメント手続実施要綱（以下「要綱」という。）」に基づき実施している。知事の運営方針である「要綱」は、知事の判断で廃止することは理論的には可能。

・行政手続法では、地方公共団体の意見募集手続については、努力義務としている。

【検討すべき事項】

　・行政運営の公正の確保と透明性の向上を目的とする本制度を廃止することは、慎重であるべき。

２．事務作業の負担軽減策の検討

　①期間を短くできないか。

　　・募集期間を短縮することは可能。

　　・他府県では、２団体が「２週間以上」と規定（石川県、福井県）

　　　・「原則30日以上」は行政手続法に準じて要綱を改正。（改正前は「1か月程度」と規定）
・他府県においても44団体が「30日以上」又は「1ヶ月程度」と規定。

・期間短縮した場合の事務作業の軽減効果が不明。
　　　　　・府民からは「府の広聴姿勢が後退した」と批判が出る可能性がある。

②募集方法を電子メールのみに限定できないか。

・要綱上「郵便、ファクシミリ、電子メール等のうちから実施機関が選択」とされており、現在でも実施機関の判断により実施可能。

･過去５年間（H17～）府で募集方法を電子メールに限って募集した例はない。

･インターネット普及率は７８．０％（総務省　平成２１年度「通信利用動態調査」）であり一定
進んでいるが、インターネットのみに限定すると、利用できない人の意見提出の機会を奪うこと
になる。
　【対応策】
・いただいた意見に対応するための作業を軽減するために、電子メールによる提出を標準として意見募集を行う。その際、併せて、郵便、ファクシミリによる意見を受け付ける。（行政手続法を準用）
・郵便、ファクシミリによる意見を受け付ける場合、その作業を「府民お問合せセンター」へアウトソーシングすることで実施機関の負担を軽減する。

　　　　※アウトソーシングした場合の経費（試算）　約２８万円

　　　　
　　　　　

※賃金職員を雇用した場合の経費（試算）　約２６万円


　③対象を狭めることができないか。

・行政手続法に準拠する形で、対象範囲を狭めることは可能。

　　・この場合、「基本的な計画・指針、基本方針を定める条例、権利を制限する条例」が除外の対象になる。

・除外対象となる「基本的な計画・指針、権利を制限する条例」は、府民等の関心が高い案件が多く、
また、他府県では8割以上が対象としている。
・引き続き対象となる「規則、審査基準、処分基準、行政指導指針」については、これまでの府の
実績ではいずれも意見数が一桁以下となっている。
・府民等の関心の高い「基本的な計画、指針、条例等」ほど、「府民の声を聞かないのか」と批判が
出る可能性がある。



平成22年11月11日　府政情報室





・22年度大阪府財政構造改革プラン（素案）の場合： 


（積算方法）  ３，１０４件（※1）×３００文字（※2）×０．３円／１文字（※3）


（※1）郵便、ファクシミリで寄せられた意見の件数。20年度実績は３，０７９件。


（※2）1件当たりの文字数見込み


（※3）単価はデータ入力代行会社の料金表を使用。








３６日（※1）×（５,６００円（※2）＋１，５００円（※3））


（※1）22年度大阪府財政構造改革プラン（素案）の所要時間を基に非常勤職員の雇用日数を換算


１日8時間×従事者数9人×従事日数3日＝２１６時間　２１６時間÷６時間＝３６日


（※2）非常勤作業員6時間勤務の単価


（※3）１日当たりの交通費加算額　1,500円（当初予算要求単価））








